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研究成果の概要（和文）：土地保有移動調査を用いて、売買までの保有期間割合の分布を求めた。登記発生を指
数分布に従う部分と登記行為が行われにくい部分に分けた分布（指数分布に一定の確率を加えた分布）に当ては
めたところ、比較的良い適合性が見られた。この比較的長期間売買が発生しにくい画地の割合は約8%であると推
定された。長い期間、登記情報を集めていけば、市街地全体の画地の９割以上の情報を更新できることが判明し
た。

研究成果の概要（英文）：Using Survey on Trends of Land Transaction, probability distribution of 
holding period is estimated, based on the assumption that part of land registration follows negative
 exponential distribution, while the other part does not comes out as land registration. The latter 
part was estimated as 8%. This implies that collecting land registration data for a long term can 
update the urban lot information up to more than 90% of all the lots.

研究分野：都市工学
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１．研究開始当初の背景 
 不動産登記は、原則として不動産の権利関
係の変更があるたびに行われることになっ
ている。また、登記に合わせて、不動産に係
る諸情報も集まることになる。特に、売買な
どでは、測量成果も合わせて集まる。よって、
この情報を使えば、市街地における不動産情
報を更新によって常に最新のものにするこ
とが可能なはずである。特に、市街地におけ
る画地の情報は未だ整備が遅れており、公共
測量の成果だけを待つのではない、実際的な
アプローチが必要となっている。そのために、
登記情報の活用は大いに期待できる。ところ
が、実際には、それらの情報は活かされてい
ないだけでなく、ディジタル情報化すら十分
に進んでいないのが、現状である。これは、
担当部局における情報環境のばらつきの問
題、登記制度の運用の不徹底性などにも原因
はあるものの、登記情報活用の有効性に関す
る定量的な評価が不十分であることにも原
因があると思われる。 
 
２．研究の目的 
 不動産登記を通じて市街地画地情報を更
新することを想定した場合に、(1)どのような
更新状況になるか、および、(2)更新する際の
地理情報を扱うための技術的な課題の検討
を行う。前者については、画地の有する接道
条件、交通利便性条件、市場条件などに応じ
た更新確率の確率関数を推定する。後者につ
いては、比較的位置精度の高い更新情報で、
精度の低い周辺位置情報を更新する技術に
ついて検討する。この際に、様々な空間オブ
ジェクトが様々な位置精度を持つことを念
頭に適切な方法論を探る。 
 
３．研究の方法 
 不動産登記情報には、住所（地番）、筆界、
登記の目的、登記年月日などが含まれる。こ
の情報からは、筆界など空間情報の精度に加
えて、それぞれの目的の登記がどの程度の頻
度で発生するのかを求めることができる。こ
れを一つの自治体単位で一定期間集めれば、
どのような不動産が、どの程度の頻度で取引
されるのか、また、そこに付随する情報がど
の程度の精度で更新可能なのかを知ることが
できる。本来、登記情報を集めるには手間と
費用が嵩むが、すでに民間会社でその情報を
ディジタル化しており、本研究では、その空
間情報データを活用する。 
 その空間情報データに、不動産取引状況に
影響を与えそうな要因として、接道条件、交
通利便性条件、市場条件などを別途、東京大
学空間情報科学研究センターの有する地理
情報を付加してデータベース化する。この作
業は大学院生に進めてもらうことを想定し

ており、そのための謝金が必要となる。 
 不動産登記による市街地画地情報更新の
確率解析においては、登記情報を含めたデー
タベースを構築し、そこから、登記による更
新確率推定精度が最も高くなるように登記
画地のグルーピングを行う。 
 
４．研究成果 
(1)不動産データベースの構築 
 東京都文京区の不動産登記情報に、地理情
報を付加して整備のうえ、不動産データベー
スを構築し登記発生確率モデルの基礎的考
察を行った。文京区内の土地約 54,000筆の
うち、2010年 6月から 2011年 7月までの不
動産登記の件数は約 6%になる。この中では、
売買による登記、抵当権設定の登記、相続や
法人合併による登記が卓越して多く、画地分
筆や合筆による登記は約 0.4%と少ない。登
記全体の傾向として、筆全体よりも駅に近い
画地での発生頻度が高く、過半が住居系地域
で発生していることが判明した。さらに、登
記の発生時期を四半期毎に見た場合、特出し
た傾向は見られないことが判明した。 
(2)不動産データベースの基礎分析 
 不動産データベースを登記の種類ごとに
ロジステック回帰分析を行った結果、以下の
傾向が見られることが判明した。 
①売買登記では、駅距離が 100ｍ近くなれ
ば、登記発生確率が 1.1倍高くなる可能性が
あり、道路幅員が 5.5ｍ以上 13ｍ未満であれ
ば、登記発生確率は 1.2倍高くなる可能性が
あること。 
②贈与遺贈登記では、住居系地域内（用途
地域が 1低専、2低専、1中専、2中専、1住
居または 2住居内にある場合。以下同じ。）
であれば、発生確率が 1.7倍高くなる可能性
があること。 
 ③抵当権登記では、最寄駅までの距離が変
化しても、発生確率に変化は無いと考えられ
るが、住居系地域内にあれば、そうでない場
合に比べて発生確率が 1.3倍高くなる可能性
があること。 
 ④分筆登記では、住居系地域内にあれば、
そうでない場合に比べて発生確率が 2倍高く
なる可能性があること。 
(3)登記発生確率モデルの検討 
 東京都文京区の不動産データベースを活
用して登記発生確率モデルの基礎的考察を
行った。町丁目ごとの特性を明らかにするた
め整理したデータについて、新たにロジステ
ック回帰分析を行った。この際に、文京区の
都市計画マスタープランで示されている地
区ダミー(5区分)を投入した。ロジステック
回帰分析では通常の一般化線形モデルに加
え、町丁目ごとの個別性を反映できる一般化
線形混合モデルも併せて実施した。その結果、



通常の一般化線形モデルでは、登記の種類ご
とに以下の傾向が見られた。  
①売買登記では筆数が多ほど登発しやす
く、筆数が 50多ければ 1.05倍登記が発生し
やすくなる。さらに町丁目が下町にあると売
買登記の発生確率は４割減少すること。 
②)相続法人登記では、集合住宅の土地一筆
当たりの戸数が増えると、発生する確率は 64
倍高くなる。相続登記が行われる際には、相
続対策としての賃貸アパート、賃貸マンショ
ンが建てられていることが原因と考えられ
ること。 
③贈与遺贈登記では、道路の幅員が 13ｍ以
上であれば、発生確率が若干小さくなる可能
性があること。 
④抵当権登記では、下町隣接ダミーで発生
確率が 3割低くなる。これは、抵当権は売買
に伴って登記されることが多い実態を反映
していると考えられること。 
⑤分筆登記では、非木造建物の 1筆土地当
たりの戸数が増えると、発生確率は約 9倍に
なる。 
⑥合筆登記では、前面道路幅員が

5.5m~13mの範囲にあると、発生確率が若干
低くなること。 
 さらに、町丁目ごとの個別性を反映した一
般化線形混合モデルでは、通常の一般化線形
モデルの結果と比べ、登記の種類ごとの傾向
に顕著な変化はみられないが、売買、相続法
人、抵当権の各登記では AICが改善され予測
の精度が高まっているのに対し、贈与遺贈、
分筆及び合筆の各登記では AICは逆に悪化
し、発生回数の少ない登記で複雑なモデルを
使うことは予測の精度が低くなる可能性が
示唆された。 
(4)売買登記の発生確率密度関数の検討 
 国土交通省の土地保有移動調査を用いて、
土地が売買に至るまでの保有期間を調べる
と、1999年～2014年の間に大きな傾向の変
化が無いことを確認した。次に、売買までの
保有期間割合を求め、これに適合する分布を
求めた。通常このような分布では保有期間が
長い部分においては、時間の経過と共に確率
が 0に近づく分布が使われる。しかし、その
ような分布では良い適合度が得られなかっ
た。これは、画地によっては保有期間とは無
関係に売買が発生するものがあるためと思
われた。そこで、登記発生を指数分布に従う
部分と、保有期間に関係なく登記行為が行わ
れる部分とに分けた分布（指数分布に一定の
確率を加えた分布）に当てはめたところ、比
較的良い適合性が見られた。ちなみに、この
比較的長期間売買が発生しにくい画地の割
合は約 48%であると推定された。このことか
ら、ある程度長い期間、登記情報を集めれば、

市街地全体の画地の５割程度の情報を更新
できることが判明した。 
 ちなみに、このためには、登記において、
実測図を地理情報システムに適合したディ
ジタルとして登録されることを前提に、かつ、
実測図は十分に精度が高く、一つの画地に関
する正確な情報は１回の登記で十分に得ら
れることを前提としている。 
 売買以外でも、贈与、抵当、分筆、合筆な
どの事由で登記は発生するために、これらの
情報も活用することでより、早く、また広く
市街地画地情報を整備できる可能性がある。 
(5)まとめ 
 登記情報を活用することで、市街地画地情
報を相当程度に整備できる可能性が示され
たことで、実際には登記情報のデータ書式の
統一化、更新しやすい市街地画地情報の整備
方法、効率的な更新方法、推定の結果得られ
るデータの法律的な位置づけの整理などを
進める必要があると思われる。 
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